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教育目標と本年度の重点目標の評価 
 

学校の教育理念・目標 

 

総括 

令和７年度重点目標 重点目標・計画の達成状況 

 

課題と解決方策 

●建学の理念と評価の指針 

本校は「実学教育」「人間教育」「国際教育」

の 3 つの建学の理念を掲げ 

評価の指針として、学生・高等学校・業界・

地域からの「4 つの信頼」を得ることを目

指した学校運営と、職業人教育を通じて社

会に貢献することを目標としています。 

 

●教育目標（開校の目的） 

食に関する高い専門技術、知識、情報力、

感性、創造力、コミュニケーション力を

持った「クオリティーオブライフのコー

ディネーター」を育成します。 

その育成を通じて、若者から高齢者まで

幅広い世代の人々が心と身体ともに健や

かに美しく豊かに生きていける社会に貢

献します。 

 

●5ヵ年の目標（2022年度から 2026年度ま

での 5年間に、以下の目標を達成します） 

１．産官学協同教育の推進 

２．攻守に強い組織になる（定員充足１０

０％・収支差益率２５％） 

 

 

■産学連携教育の推進 

①「業界コラボレーション」のフロー教育を完成さ

せる 

②ホテル・ウエディングへ就職できる学校としての

ブランド力の向上をはかる。 

 

■攻守に強い組織になる 

①定員充足率：100％ 

⇒顧客の価値に応じた商品開発をスピード感を持

って推進すると共に、その商品の魅力をスピード感

を持って訴求していく。 

②収支差益率：25％ 

⇒質を落とさない「業務改革」により、持続的に収

益を上げることのできる組織を目指す。 

 

■食の分野での新しい価値の創造  

①顧客マーケットの拡大 

②新しい教育プログラムの創出 

 

■産学連携教育の推進 

業界コラボレーションのフロー

教育に取り組みホテル・ウェディ

ング系の企業様とのコラボレー

ション実習を実現した。また、入

学前からの教育も含めてオープ

ンキャンパス、授業、インターン、

とフローでの取り組みができ始

めている。 

 

■攻守に強い組織になる 

入 学 定 員 充 足 率 71.3 ％

（137/192）、収支差益率 11.6％

とどちらも未達成の状況である。

入学者と収支差益は連動してい

るのでまずは募集戦略から見直

しが必要である。 

 

■食の分野での新しい価値創造 

顧客マーケットの拡大を狙い、

2023 年度よりマーケティングや

開業スキルを学ぶフードビジネ

ス分野の人材育成に取り組んで

いる。 

また、3 年制の学科にてリゾート

ホテルでの長期インターンを実

施している。 

【課題】 

学生の価値観の多様化が

進む中で、業界ニーズと

学生の興味のミスマッチ

を最小限に抑える必要が

ある。 

また、縮小するマーケッ

トの中で新たな価値のっ

創出が急務である。 

 

【解決方法】 

「キャリア教育ロードマ

ップ」に基づき、入学前

から卒業後まで一貫した

フロー教育を徹底する。 

5 年後 10 年度を予測して

デジタル化、AI 化が進ん

でいくと思われる食分野

においてどのような人材

養成が必要なのかをしっ

かりとマーケティングす

る。 

 

 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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基準１ 教育理念・目的・目標と職業教育のマネジメント 
1-1 （1/1） 

1-1 教育理念、目的及び目標の設定等 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

1-1-1 教育理念等を踏

まえ、当該専門学校とし

て、目的及び目標を設定

し、学科（コースを設置

している場合はコースご

と）ごとに育成する人材

像を明確にしているこ

と。  

 

○当該専門学校の教育理念を

踏まえた目的、目標が適切な決

定過程により設定されている

か 

○設置している課程（学科、コ

ースを設置している場合はコ

ースごと）ごとに目的、目標、

育成人材像が具体的に示され

ているか 

○当該専門学校の教育理念、目

的、目標と学科等ごとの目的等

との関連性が明確になってい

るか 

○また、入学者受入れ方針、教

育課程編成・実施方針、卒業認

定方針との関連性が明確にな

っているか 

○教職員、学生、社会に対して

教育理念等が十分に周知・公表

されているか 

（1）教育理念： 建学の理念と

して「実学教育」「人間教育」

「国際教育」の 3本柱を掲げ、

すべての授業や研修のベース

としている。  

 

（2）目的（学則第 1条規定）： 

食に関する高い専門技術、

知識、情報力、感性、創造

力、コミュニケーション力

を持った「クオリティーオ

ブライフのコーディネータ

ー」を育成する事を目的と

している 

 

（3）目標及び育成人材像：  

仕事にプライドとやりがいを

持ち、プロとして必要な「知識」

と「技術」を持った医療や健康

サービスの担い手を養成する

ことを目指している。 

 

（4）入学者受入れ方針、教育

課程編成・実施方針、卒業認

定方針との関連性： 滋慶学園

のミッションに基づき、即戦力

の育成と社会貢献を最終目標

【長所】「実学教育・人間教育・

国際教育」の理念が教職員・学

生に浸透しており、学則第 1

条に基づく開校の目的が明確

に文書化されている。  

 

【課題】理念に基づく「育成人

材像」が、最新の社会情勢や Z

世代の価値観に完全に対応で

きているかの検証。 

3つのポリシー（AP/CP/DP）に

基づき、入学から卒業まで一貫

性のある「フロー教育」を徹底

し、理念の具現化をさらに推進

する。 
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と す る 3 つ の ポ リ シ ー

（AP/CP/DP）を策定し、理念と

の一貫性を保持している。 

  

（5）教育理念等の決定過程： 

 教務部長、学科長、キャリア産

学連携センター等が連携し、業

界ニーズの分析を行い、毎年作

成する「事業計画」において目

標や方針を決定している。 

 

（6）学生等への周知方法： 

 教育指導要領、学生便覧、学

校パンフレット、ホームページ

等に明文化して掲載し、オープ

ンキャンパス等でも周知を図

っている。 

 

参照資料 中項目の評定 

学則、学生便覧、教育指導要領、事業計画、入学案内、募集要項、学校ホームページ ３ 

最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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1-2 （1/1） 

1-2 職業教育のマネジメント体制の整備 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

1-2-1 職業教育を推進

（教育の企画・設計・運

用、検証及び改善・向上

等）するために必要なマ

ネジメント体制（以下「職

業教育のマネジメント体

制」という。）を整備し、

有効に機能しているこ

と。 

○当該専門学校の目的を実現

するために、学校内に具体的に

職業教育を推進するための組

織体制を整備しているか 

○職業教育のマネジメント体

制は有効に機能しているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）職業教育のマネジメント

体制： 教務部、広報センター、

就職（キャリアセンター）、総

務経理（学生サービスセンタ

ー）の 4 部門が連携する「サ

ッカー型組織」を理想とし、

機動的な意思決定を行ってい

る。組織図や職務分掌は事業

計画に明記されている。 

（2）職業教育のマネジメント

体制の有効性： 

①体制における役割分担、責任

の所在： 事務局長を学校責任

者とし、各部長・学科長、セン

ター長がそれぞれの部門の意

思決定と事業計画の遂行に責

任を負う体制を確立している。 

②教育活動のマネジメント、検

証及び改善の取組、成果の確認

の把握： 月 1回の「全体会議」

や月 2回の「運営会議」等の重

層的な会議システムにより、計

画の進捗管理と問題解決のサ

イクルを実行している。 

【長所】「サッカー型組織」に

より、教務部、広報センター、

就職（キャリアセンター）、総

務経理（学生サービスセンタ

ー）の 4 部門が機動的に連携

し、月 1回の運営会議で迅速な

意思決定が行われている。  

 

【課題】理事会及び戦略会議等

をはじめとする上位会議での

決定事項を、非常勤講師を含む

現場末端まで納得感を持って

浸透させること。 

個別ミーティング（O・N・O）

を充実させ、対話を通じて組織

のベクトルを合わせるととも

に、次期リーダーの育成研修を

継続する。 

 

参照資料 中項目の評定 

事業計画（組織図・職務分掌）、意思決定システム一覧、会議議事録 ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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基準２ 教育課程、教育の実施、学修成果 
2-1 （1/2） 

2-1 教育課程の編成と授業科目 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-1-1 学校の目的・目標

及び育成人材像を実現す

るための教育課程編成・

実施方針を定め、方針に

基づき、必要な授業科目

を体系的・段階的に配置

した教育課程を編成して

いること。 

○教育課程の編成にあたって、

卒業認定方針を踏まえ、学校の

目的・目標及び育成人材像を実

現するための教育課程編成・実

施方針を策定しているか 

○教育課程編成・実施方針に基

づき、系統性・段階性に配慮し

た授業科目を配置し教育課程

を体系的に編成しているか 

○当該専門学校における教育

課程編成の過程は、明確になっ

ているか 

 

（1）教育課程編成・実施方針

の策定、内容： 

 カリキュラムポリシー、養成

目的・教育目標を策定し、基礎

分野、専門基礎分野、専門分野

を体系的に配置しカリキュラ

ムの編成をしている。 

 

 

 

【長所】カリキュラムポリシー

に基づき、基礎・専門基礎・専

門分野が系統的・段階的に配置

されている。  

 

【課題】学習習慣が身について

いない学生や学力下位層の学

生に対し、基礎学力のボトムア

ップ支援が必要である。 

滋慶教育科学研究所（以下、

JESC とする）の学習能力チェ

ック等のデータを活用し、弱点

に応じた復習課題や補講、学習

動画での個別フォローを強化

する。 

2-1-2 教育課程編成の

ために、教職員及び企業

等の役職員その他の委員

により組織する教育課程

編成委員会等を設置し、

年 2 回以上開催している

こと。 

【注）職業実践専門課程】 

○職業実践専門課程の認定課

程（学科等）を設置する学校に

おいては、産業界及び地域社会

との連携による教育課程の編

成・実施のため、教育課程編成

委員会を設置しているか 

○上記委員会を年 2 回以上開

催し、産業界等からの意見につ

いて具体的に反映させるなど、

委員会を機能させているか 

（2）教育課程編成、決定過程： 

キャリアセンター、学科教職

員からの業界情報を反映さ

せ、教育課程編成委員会での

審議を経て策定している。 

 

（3）教育課程編成委員会の

設置及び開催： 職業実践専

門課程として、東京都洋菓子

協会、東京都司厨士協会等の

業界関係者を委員に含めた

委員会を年 2 回開催してい

る。 

【長所】職業実践専門課程とし

て業界関係者を招いた委員会

を年 2 回開催し、現場のニー

ズをカリキュラムに反映させ

ている。  

 

【課題】委員会で得られた業界

の声を、学生像に合わせて展開

し、具体的な授業内容や教材開

発へより迅速に落とし込むこ

と。 

委員会の意見を反映した改善

報告を次期委員会で必ず行い、

PDCAサイクルを確実にする。 
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2-1 （2/2） 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-1-3 外国人留学生に対し

て、日本国内に就職する際に

必要となる日本社会の理解の

促進に資する授業科目を 300

時間以上開設していること。 

【注）外国人留学生キャリア形

成促進プログラム】  

○外国人留学生キャリア形成

促進プログラムの認定課程を

設置している専門学校におい

ては、外国人留学生に対し

て、日本国内に就職する際に

必要となる日本社会の理解の

促進に資する授業科目を 300

時間以上開設しているか 

○該当する授業科目は、文

部科学省が規定する要件を

満たす適切な内容になって

いるか 

（4）日本社会の理解の促進

に資する授業科目の内容： 

留学生に対し、日本国内での

就職に必要となる社会理解

を促す指導・支援を実施して

いる。留学生支援センターに

よる就労サポートなどを徹

底している。 

【長所】留学生に対し、事務手

続きのサポートに加え、日本国

内での生活や就職を円滑にす

るための「留学生向け生活マニ

ュアル」を配布・活用し、個別

の相談体制を整えている。 

 

 【課題】留学生が日本の職業

習慣や社会構造をより深く理

解し、国内就職へと繋げるため

の、日本語能力を含めた学習環

境の更なるシステム化が求め

られる。 

日本社会への理解を深める科

目の教育内容を精査し、日本人

学生との交流イベントやグル

ープワークを増やすことで、実

戦的なコミュニケーション能

力の向上を図る。また、語学サ

ポートを充実させ、留学生が専

門知識を日本語で確実に習得

できる環境を強化する。 

 

参照資料 中項目の評定 

学生便覧、シラバス、コマシラバス、教育課程編成委員会の意見書、委員会議事録、留学生向け生活マニュアル、学生便覧、

事業計画 ３ 

 

 

 最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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2-2 （1/2） 

2-2 教育課程の実施 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-2-1 授業科目内容に

応じ、講義、演習、実験、

実習又は実技等、適切な

授業形態で教育が実施さ

れ、かつ、適切な教材が

用いられるとともに、学

校が定めた基準に基づき

成績評価を行っているこ

と。  

○各授業科目について、適切な

授業形態、方法及び教材が用い

られているか 

○授業科目ごとにシラバスを

作成し、学生に周知しているか 

○学生に対する履修指導、予

習・復習等に係る相談・支援に

取組んでいるか 

○成績評価について、授業科目

の内容、形態に応じた基準を設

定し、シラバス等で学生に明示

した上で、学生の学習に係る評

価を公正かつ厳格に行ってい

るか 

○成績評価の公正性・厳格性

を担保するために、学生からの

成績評価に関する問合わせ等

に対応するしくみを整備し、か

つ学生に対して明示し、適切に

運用しているか 

 

 

 

 

 

（1）授業科目内容に応じた授業形

態・方法に関する基本方針： 科

目の目標に照らし、講義、演習、

実習を適切に選択している。学習

管理システムを活用している。 

 

（2）授業科目ごとのシラバスの

作成と学生への周知： 全科目で

シラバス・コマシラバスを作成

し、学生に授業内容や到達目標を

事前に明示している 

 

（3）シラバスを用いた学生への履

修等の指導： シラバスを活用し、

日々の授業内容が資格試験合格や

技術習得に直結することを意識さ

せた指導を行っている 

 

（4）成績評価方法の学生への周知

と成績評価の決定過程： 学則お

よび施行細則に基づき、試験、実

習成果、出席状況を総合して評価

し、学生便覧で基準を明示してい

る 

 

（5）成績評価に関する学生からの

問合せに関する対応：  

成績評価の公正性・厳格性を担保

するため、学生からの問い合わせ

に対応する仕組みを整備してい

る。 

【長所】Teamsを活用した問題

配信など、ICTを活用し、学習

に躓きを感じたときに、いつで

も・どこでも学習環境にアクセ

スできる環境を整えている。  

 

【課題】臨時試験等の成績評価

に関して、シラバスに掲載をす

ることで、より公平性のある成

績評価となると考える。 

GPA 制度の客観的運用を徹底

し、授業アンケートの結果を講

師へフィードバックすること

で授業の質を継続的に改善す

る。 
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2-2 （2/2） 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-2-2 企業等と連携し

た、実習、実技、実験又

は演習等（以下「実習・

演習等」という）の授業

を行っていること。 

また、教育目標の達成

に必要な企業等と連携し

た実習・演習等の単位時

間または単位数の総授業

時数に占める割合を具体

的に設定していること。 

【注）職業実践専門課程】  

○職業実践専門課程の認定課

程（学科等）を設置する学校に

おいては、実践的な職業教育と

して重要な企業等と連携した、

実習、実技、実験又は演習等（以

下「実習・演習等」という）を

行っているか 

○連携実習等の総事業時間数

に占める割合を設定している

か 

○連携実習等において、協力

機関等と到達目標等を共有し、

成績評価等について必要な協

働・連携する体制を整備してい

るか 

（6）企業等と連携した実習等

の実施（職業実践専門課程認

定校）： 

実施内容： パティシエ科・調

理師科においては、ホテルやウ

ェディング企業を中心に特別

実習のみならず現場でのイン

ターンなど実践的な連携教育

を実施している。特に Wライセ

ンス科においては長期インタ

ーンとして 5週間×2回、リゾ

ートホテルでの宿泊型インタ

ーンを実施し学生の現場力の

育成とミスマッチを防ぐ取り

組みを行っている。 

 

① 総時間数に占める割合に関

する方針：  

教育目標の達成に向け、各学科

の特性に応じた実習時間を確

保する方針を立てている。例え

ばフードビジネス科では、総授

業時数 1740 時間に対し実習・

演習が 1500 時間を占める（約

86％）など、実践的な職業教育

の質を担保するための十分な

実習割合を設定している。 

 

【長所】インターン先の企業様

と連携し、到達目標を共有した

質の高い現場実習を行ってい

る。 

 

【課題】コミュニケーション能

力に課題がある学生の実習不

適応への対策。 

実習前後の「実習前後教育」を

強化するとともに、実習先企業

様との事前会議を実施し、各協

力企業での実習内容の標準化

を図る。 
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2-2-2の続き  ②授業科目の到達目標、成績評

価方法等の連携体制：  

実習巡回を通じて協力企業様

と到達目標を共有している。成

績評価は、学則および実習マニ

ュアルに基づき、実習企業によ

る評価と、学生が作成する実習

日誌やレポート、実習前後の指

導成果を総合して厳正に判定

する連携体制を整備している。 

【長所】学園の理念である「実

学教育」を具現化するため、膨

大な数の協力企業様とのネッ

トワークを構築しており、現場

を熟知した指導体制のもとで

高い教育効果を上げている。 

 

【課題】コミュニケーション能

力に課題を抱える学生が増加

傾向にあり、実習先での環境変

化への不適応や実習の中断を

未然に防ぐための予防策の強

化が求められる。 

実習前の「実習前教育」や「実

習後教育」を充実させ、プロ意

識の醸成を図るとともに、実習

巡回や担任面談の頻度を高め、

学生の不安を早期に解消する

「チームアプローチ」を徹底す

る。また、実習先からのフィー

ドバックを教育課程編成委員

会で詳細に分析し、カリキュラ

ムのさらなる改善に繋げる。 

 

 

 

 

参照資料 中項目の評定 

2025 年度学生便覧、学則（授業時数の単位換算・実習の成績評価）、学則施行細則（実習評価）、実習要綱、シラバス、実

習企業リスト ３ 

 

 

 最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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2-3 （1/1） 

2-3 単位・卒業認定 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-3-1 学校の目的・目標

及び育成する人材像を実

現するために必要な卒業

認定方針（資格・免許等

を含む修得させる職業能

力を含む）を学科・コー

スごとに定め、当該方針

に基づき卒業を認定して

いること。 

○あらかじめ、学生に周知し

ている卒業認定方針に即した

卒業認定の基準及び方法によ

って卒業認定を行っているか 

（1）卒業認定方針の策定、内

容と認定基準： ディプロマポ

リシーに基づき、所定の単位修

得、国家資格合格レベルの知

識・技術、職業人としてのマイ

ンド（身構え・気構え・心構え）

を基準としている 

 

（2）卒業認定方針の学生への

周知： 学生便覧に明記し、入

学時のオリエンテーション等

で周知徹底している 

 

（3）卒業認定の決定過程： 学

期末の「卒業進級判定会議」に

おいて、個々の学生の評価に基

づき厳正に決定される 

【長所】ディプロマポリシーに

基づき、卒業進級判定会議にお

いて厳正な判定がなされてい

る。 

 

【課題】経済的・健康的な理由

で学業継続が困難な学生への

長期履修制度等の柔軟な提案。 

「キャリアサポートアンケー

ト」の予兆データを活用し、担

任による早期面談と進路アド

バイザーによる支援を強化す

る。 

 

参照資料 中項目の評定 

学生便覧（学則、学則施行細則、各種諸規定等）卒業進級判定会議事録、 

キャリアサポートアンケート（滋慶教育科学研究所） ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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2-4 （1/2） 

2-4 学修成果目標の達成状況 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-4-1 卒業認定方針に

明示した学科・コースご

との職業能力（資格・免

許等の取得、必要な知識

や技術、技能、職務遂行

能力の修得など含む。）

の学生の修得状況を把握

し、評価していること。  

○卒業認定方針を踏まえ、学

科・コースごとに職業能力（資

格・免許等の取得、必要な知識

や技術、技能、職務遂行能力の

修得含む。）の修得についての

目標を定め、学生の達成状況を

把握し評価しているか 

（1）卒業認定方針に明示した

修得内容の把握方法： 模擬試

験、実技評価表等を用いて、段

階的に職業能力の修得状況を

把握している 

 

（2）学生の進路に関する目標

設定と達成状況の把握： 就職

希望者の内定率 100%を目標と

し、キャリアセンターで内定状

況や専門職就職率を月毎に数

値管理している 

【長所】確認テストや模擬試験

を段階的に実施し、国家試験合

格に向けた習熟度を正確に把

握している（製菓衛生師） 

 

【課題】模擬試験の結果から見

える学力格差への早期対応と

国家試験へのモチベーション

を高める取り組み。 

国家試験対策センターと連携

し、詳細なデータ分析に基づい

た指名制補講や、卒業生チュー

ターによる個別指導を徹底す

る。 

2-4-2 学生の進路に関

する目標を定め、その目

標を達成していること。  

○学生の就職、進学等進路に関

して具体的な目標を定め、その

目標の達成状況を把握してい

るか 

○卒業後の進路・キャリア形成

に関する相談や指導などの支

援体制を整備し適切に運用し

ているか 

○卒業生の進路・キャリア形成

状況等を踏まえ、当該専門学校

の教育課程、教育方法、学修成

果等を検証し、必要に応じ、そ

れを踏まえた改善・向上策をと

っているか 

 

 

 

 

（3）進路、キャリア形成に関

する学生への指導・相談体制： 

キャリアコンサルタントを配

置し、個別面談や就職講座を通

じて、学生個々のニーズに合わ

せたキャリア支援を行ってい

る。 

 

（4）進路状況の多角的、継続

的な視点に立った検証と教育

内容の改善への取組： 卒業後

1 年経過した時点での就業状

況調査や同窓会アンケートを

実施し、その結果を教育課程の

見直しに活用している。 

【長所】就職希望者内定率

100%を維持しており、キャリア

コンサルタントによる専門的

な相談体制が整っている。  

 

【課題】卒業 1年後の離職防止

と、業界からの卒業生評価のさ

らなる収集・分析。 

就業先訪問を継続し、リカレン

ト教育に関するアンケートの

結果を教育課程の改善にフィ

ードバックするサイクルを強

化する。 
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2-4 （2/2） 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-4-2続き ○卒業生、実習先・就職先な

ど関連する企業及びその他組

織の意見や在学生の意見を勘

案するなど、多角的、継続的な

視点に立った検証方法等につ

いて工夫をしているか 

   

 

 

参照資料 中項目の評定 

模擬試験結果データ、国家試験対策センター資料事業計画、就職状況調査報告書、リカレント教育アンケート 
２ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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基準３ 学生の受入れ、学生支援 
3-1 （1/1） 

3-1 学生募集及び入学者の選抜、収容定員の管理 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-1-1 入学者の受入方

針、入学選考基準、方法

を定め、入学希望者に明

示し、入学者の選考を公

正に行い、合否を決定し

ていること。 

○卒業認定方針及び教育課程

の編成・実施方針を踏まえて学

生の受入れ方針を定め、求める

学生像や入学者に求める水準

等を明確に示しているか 

○また、選抜方法及び手続を

あらかじめ公表した上で、所定

の選抜基準及び体制のもとで

適切かつ公正に入学者を選抜

しているか 

（1）入学者受入れ方針の策定

と内容： アドミッションポリ

シーを策定し、資格取得や専門

就職に強い意欲を持つ人材を

国内・国外問わず受け入れてい

る。 

 

（2）入学者選抜方法、手続き

の公表： 募集要項に入試区分

（総合型選抜・推薦・一般等）

や選考基準を明示し、適切に公

表している。 

 

（3）入学者決定の過程：  

入学選考規定並びに入学選考

実施規定に基づき書類審査お

よび面接に基づき、適性を総合

的に判断する「入学選考会議」

を経て合否を決定している 

【長所】アドミッションポリシ

ーを公表し、面接重視の選考で

目的意識と適性を適切に確認

している。  

 

【課題】SNSや動画コンテンツ

を活用した、早期進路検討者へ

の魅力発信の強化。 

LINE や Instagram 等でのリア

ルな学校情報の発信を強化し、

ミスマッチのない入学者確保

を図る。 
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3-1-2 学生の受入れは、

入学定員に基づき適正に

行っていること。 

【注)修学支援新制度機

関要件の確認】 

【注）外国人留学生キャ

リア形成促進プログラ

ム】 

○入学定員に対する入学者数

及び収容定員に対する在籍学

生数を適正に管理しているか 

（4）入学定員の充足と在籍学

生数の管理： 収容定員に基づ

き、募集活動の進捗状況並びに

合格者の入学手続き状況を運

営会議や入学選考会議等で随

時確認し、適正な管理を行って

いる。 

【長所】事業計画上の収支予算

と連動した厳密な定員管理（定

員割の防止）が行われており、

財務基盤の安定に寄与してい

る。  

 

【課題】大学志向の強まりや競

合校の増加といった外部環境

の変化に対し、ターゲットとす

る層への訴求力を維持し続け

ること。 

 

SNSを活用した WEB広報を強化

し、早期進路検討者（高校 1・

2年生）に対して食分野の魅力

やリアルな学校生活を可視化

することで、安定的な志願者確

保を図る。 

 

参照資料 中項目の評定 

募集要項、入学案内、学校ホームページ、広報データレポート、事業計画 
３ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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3-2 （1/1） 

3-2 多様な学生に対する修学支援 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-2-1 適切な体制を構

築し、障がいのある学生、

海外からの留学生、社会

人経験者など、多様な学

生の修学に関する支援を

行っていること。 

 

○障がいのある学生、海外か

らの留学生等多様な学生に対

して必要な配慮、支援を行って

いるか 

（1）障がいのある学生に対す

る配慮、具体的な支援： 「障

害者差別解消法」に基づき、修

学上の困難を抱える学生に対

して「合理的配慮」を提供する

体制を整えている。滋慶トータ

ルサポートセンター（JTSC）や

学校が指名する専門職による

検証・報告に基づき、学校長が

許可した事項を書面で明示し、

本人との合意の上で支援を実

施している。 

【長所】JTSCとの連携により、

専門的な知見に基づいた組織

的な合理的配慮の提供プロセ

スが確立されている。  

 

【課題】メンタルヘルス等、目

に見えにくい課題を抱える学

生への、担任・カウンセラー・

専門職による「チームアプロー

チ」のさらなる迅速化。 

全学生を対象とした「キャリア

サポートアンケート」の心理指

標データを早期に分析し、予兆

を把握することで、学生相談室

や JTSC と連携した重層的な支

援体制をより迅速に機能させ

る。 
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3-2-2 特に海外からの

留学生について適正な在

籍管理、進路(就職)指導

を行うとともに、日本人

学生との交流の機会が確

保されていること。 

【注）外国人留学生キャ

リア形成促進プログラ

ム】 

 

 

 

○特に、外国人留学生キャリ

ア形成促進プログラムの認定

課程を設置する専門学校にお

いては、海外からの留学生につ

いて適正な在籍管理、進路(就

職)指導を行うとともに、日本

人学生との交流の機会が確保

されているか 

（2）外国人留学生に対する配

慮、具体的な支援： 事務手続

きをサポートする担当職員の

配置や、日本での生活・就職ル

ールをまとめた「留学生向け生

活マニュアル」を配布し、個別

の相談体制を整備している。 

 

（3）外国人留学生の在籍管理、

進路目標と達成状況、指導体

制： 定期的な面談による在籍

管理を実施するとともに、日本

国内での専門職就職を目指し

た計画的な進路指導を行って

いる。  

 

（4）外国人留学生に対する日

本人学生との交流の機会：全学

生を対象にした導入教育では、

クラス環境における相互支援

関係の構築を通じて、日本人学

生との交流や相互支援関係の

強化を促進している。 

【長所】生活面からキャリア形

成まで一貫した支援体制があ

り、学業のサポートのみならず

ビザの更新などの専門的な指

導が行われている。  

 

【課題】専門用語の習得を含め

た日本語能力の個人差への対

応や、コロナ禍で中断していた

国際交流プログラム（海外研修

等）の再構築。 

LMS（Teams）を活用した語学サ

ポート動画の充実を図るとと

もに、2025 年度以降の海外研

修を具体化し、国際感覚を養う

機会を増やす。また、日本人学

生との交流イベントを増やし、

実践的なコミュニケーション

能力を向上させる。 
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3-2-3 学生の経済的側面

に対する支援体制を整備

し、適切に周知、運用し

ていること。  

○学生が就学を継続するため

の経済的側面に対する支援体

制を整備し、情報の提供及び相

談について適切に周知、運用し

ているか 

（5）学生の経済的側面に対す

る支援： 独自の「学費分納プ

ラン」や、日本学生支援機構の

奨学金予約採用制度の案内、学

費相談窓口を設置している。 

【長所】独自の「学費分納プラ

ン」や日本学生支援機構の奨学

金活用により、経済的な不安を

解消する体制がある。 

 

【課題】学費の分納利用増加に

伴う、事務方の管理業務負担の

軽減。 

未収金管理のシステム化をさ

らに進め、確実な徴収と事務効

率化を両立させる。 

 

参照資料 中項目の評定 

学生生活の手引き、合理的配慮ガイドライン、留学生向け生活マニュアル、学生便覧、事業計画、学校ホームページ（情報

公開）、学費サポート案内、学費分納プラン規定 ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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3-3 （1/1） 

3-3 学生生活に関する支援 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-3-1 カウンセラーの

配置、相談室の設置など、

学生の相談に対応するた

めの環境整備を行い、適

切に運営していること。 

○学生生活等に関する相談体

制を整備し、相談対応につい

て、十分、学生に対して周知し、

機能、活用されているか 

 

 

 

 

（1）学生生活に関する相談体

制の整備と周知： スクールカ

ウンセラーによる「学生相談

室」を設置し、年度始めのオリ

エンテーションで全学生に告

知、ポスター掲示、相談室カー

ドの配布により学生への利用

促進を推進している。 

 

（2）学生相談の状況把握と対

応： スクールカウンセラー、

担任、学科長・教務部長・事務

局長による「チームアプロー

チ」により、学生の悩みに迅速

かつ組織的に対応している 

【長所】専門カウンセラーを配

置した学生相談室を設置し、全

教職員がカウンセリング研修

を受講している。  

 

【課題】メンタルヘルスの課題

を抱える学生への「チームアプ

ローチ」のさらなる迅速化。 

キャリアサポートアンケート

の心理指標を早期に分析し、カ

ウンセラーと担任の連携を深

める。 
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3-3-2 学校保健安全法

に基づく学校保健計画を

策定し、学生の心身の健

康管理体制を整備し、適

切に運用していること。 

○定期的な健康診断の実施、

結果のフォロー、健康管理に関

する啓発活動など、学生の心身

の健康管理体制を整備し、適切

に運用しているか 

（3）学校保健安全法に基づく

学校保健計画の策定： 学校保

健安全法に基づき、学生の心身

の健康を維持・増進するための

「学校保健計画」を毎年度策定

し、運用している。 

 

 （4）学生の健康診断の実施、

心身の健康に関する啓発・指

導： 毎年 1 回、全学生を対象

とした定期健康診断を実施し、

その結果を適切に保存・管理し

ている。また、滋慶学園グルー

プ内の「慶生会クリニック」（内

科・歯科）と連携し、在学中の

学生が無料で診療を受けられ

る体制を整えている。健康診断

後の再検診（二次検査）の勧奨

や、一人暮らしの学生に対する

栄養・生活習慣の指導など、医

療従事者を目指す者としての

自己管理能力を高める啓発活

動を行っている。 

【長所】学園グループの医療機

関（慶生会クリニック）との強

固な連携により、学生が経済的

負担なく速やかに医療サービ

スを受けられる体制が確立さ

れており、心身両面からのサポ

ートが可能となっている。  

 

【課題】例年一次健康診断の受

診率は高いものの、有所見者に

対する２次検査の受診率が低

いのが課題であったが、2025

年度は改善し 2 次検査の受診

率も向上した。今後も一過性の

結果とならないよう健康リス

クの早期発見・対応の重要性に

浸透には課題が残る。 

食のプロを目指す学生に対し、

自身の健康管理も業務の一部

であるという意識付けをオリ

エンテーションや担任面談を

通じて強化する。また、慶生会

クリニックとの連絡を密にし、

２次検査の予約を学校側でサ

ポートするなど受診のハード

ルを下げる工夫を行い、受診率

の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-3 （1/1） 
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点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-3-3 留年者、退学希

望者など学習の継続に困

難な問題を抱える学生に

対し適切な対応を行って

いること。 

 

 

 

〇留年者、退学希望者など学習

の継続に困難な問題を抱える

学生にあわせて他部署も巻き

込んで個別に対応できている

か 

 

 

 

留年者、休学者の状況把握と

具体的な指導： 長期履修規定

等に基づき、学業継続が困難な

学生に対する履修相談や進路

変更の相談に応じている。 

 

退学希望者、退学者の状況把

握と具体的な対応： 「キャリ

アサポートアンケート」の結果

から退学の兆候を早期に把握

し、個別面談を通じて支援策を

講じている。 

【長所】 

業務システムを活用して学生

の出席状況を逐一把握をして

面談などを実施し退学者のモ

チベーション維持を行ってい

る。 

【課題】 

学習困難者の増加によりサポ

ートの範囲が広くなってきて

いる。 

教務システムのさらなる活用

で問題学生の早期発見を行う。 

3-3-4 学生のキャリア

支援、就職支援に対する

支援体制を整備し、適切

に周知、運用しているこ

と。 

 

〇キャリアセンターとの連携

強化及び学生への情報の周知、

運用ができているか 

 

キャリアエンターの連携は教

務部のみならず、全ての部署と

連携をして学生のサポートを

行っている。求人票は学内の求

人ファイルにて閲覧可能だが、

学生ポータルサイトにてもい

つでもどこでも求人の閲覧が

できるようになっている。 

【長所】 

姉妹校の求人もリアルタイム

で閲覧でき、キャリア選択の幅

が広がっている。 

【課題】 

情報の周知はできているが、学

生の行動変容まではできてい

ない現状もある。 

求人票の閲覧だけだは無く、学

生の行動をデジタルで管理す

る事にチャレンジをしていく。 

 

参照資料 中項目の評定 

学生便覧、学年暦、健康診断実施記録・結果報告書、キャリアサポートアンケート（滋慶教育科学研究所）、学生相談室案

内ポスター・カード ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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3-4 （1/1） 

3-4 学生の自主的な学習等の促進に対する支援 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-4-1 学生の学力や学

習状況を把握し、入学前

教育や補習授業を行うな

ど学習支援に取組んでい

ること。学生の円滑な学

習に向け、シラバスの活

用による学習成果の向上

や自主的な学習に関する

適切な支援を行っている

こと。 

○自主学習等に対する相談対

応と学習支援 

○成績不振の学生の状況把握

と指導 

○留年及び休学者の状況把握

と対応 

○退学希望者の状況把握と対

応 

（1）学生の自主学習等に対す

る相談体制、学習支援： 放課

後の施設開放や小集団での学

習サポ―ト、teamsを用いた自

己研鑽の環境を整備している。 

 

（2）成績不振者の状況把握と

具体的な指導： 小テストや中

間テストの結果に基づき、指名

制の補講や個別指導（チュータ

ー制）を実施している。 

 

（3）留年者、休学者の状況把

握と具体的な指導： 長期履修

規定等に基づき、学業継続が困

難な学生に対する履修相談や

進路変更の相談に応じている。 

 

（4）退学希望者、退学者の状

況把握と具体的な対応： 「キ

ャリアサポートアンケート」の

結果から退学の兆候を早期に

把握し、個別面談を通じて支援

策を講じている。 

【長所】「ベルズクラブ」によ

り、放課後等の個別学習サポー

トや業界セミナーを充実させ

ている。  

 

【課題】学習意欲が低下した学

生に対する、スモールステップ

での動機付けの継続。 

Teams での学習資料や動画配

信をさらに充実させ、いつでも

自学自習ができる環境を強化

する。 

 

Hyper-QU アンケート（図書文

化社）を用いてクラス集団の状

況を把握するとともに、集団に

合った学習方略について検討

する。 



 

22 

 

3-4-2 正規の授業時間

以外に行われる、課外活

動など学生の自主的な活

動を充実させるため、適

切に支援していること。 

○部活動などの実績と支援の

実施 

○ボランティア活動の実績と

支援の実施 

（5）正規の授業時間以外の学

生の自主的な活動に対する具

体的な支援： 

① 興味関心の学習支援（ベル

ズクラブ）： 

放課後等の時間帯を活用し、学

生の興味関心に応じて技術向

上のための練習機会を提供し

ている 

 

② ボランティア・地域活動 

学園全体の「職業体験フェス

タ」等のボランティア・地域貢

献活動への参加を積極的に奨

励し、指導している。 

 

③ 課外活動（部活動等）： 

江戸川区葛西地区にある姉妹

校でインカレサークルが行わ

れている。ダンス、フットサル、

バドミントン、ラテアートなど

複数のサークルが存在してい

る。 

【長所】「ベルズクラブ」によ

り、正規の授業以外でも個々の

学生の価値に応じた＋α の学

びを提供できており、学習モチ

ベーションの向上に寄与して

いる。また、地域イベントを通

じて学生が現場の職業観に触

れる機会を組織的に創出して

いる。 

 

【課題】社会貢献や地域貢献活

動について、希望制のプログラ

ムでは参加する学生が固定化

される傾向にあるため、より多

くの学生が主体的に関われる

ような啓蒙と、ボランティア情

報のさらなる収集・発信が課題

である。 

ベルズクラブによる学生の自

主学習は効果が大きいのでさ

らなる利便性を高める必要が

ある。また、学校関係者評価委

員の地域代表との連携を深め、

葛西エリアで実施される地域

行事へのボランティア参加計

画を具体化し、学生への周知を

徹底することで、社会貢献意識

の醸成を図る。 

 

参照資料 中項目の評定 

事業計画、学生便覧、サークル活動チラシ 
２ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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基準４ 教員・教育実施組織 
4-1 （1/1） 

4-1 教員の配置、募集、採用 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

4-1-1 教育課程を実施

するのに必要な、資格・

要件を備えた教員につい

て、採用基準等を整備し、

適正に配置しているこ

と。 

○法令上の基準を遵守し、学

校の目的を実現し、目標の達成

するための教育を十分に実施

できるだけの教員を配置して

いるか 

（1）教員の採用基準： 

 建学の理念や育成人材像への

共感、学生指導方針の遵守、お

よび各職種の養成要件を満た

すことを基準としている。 

 

（2）教員の配置：  

各学科に必要な基幹教員およ

び専任教員を適正に配置して

いる。 

【長所】理念に共感する実務家

教員を適正に配置し、学生満足

度の高い授業を実現している。 

 

【課題】現場経験の長い現役シ

ェフの絶対数が少ないため、中

長期的な教員の安定確保。 

キャリアセンターのネットワ

ークを活かし、就職先や卒業生

から将来の教員候補を発掘す

る。 

 

参照資料 中項目の評定 

学則、教員採用基準、事業計画（教員配置表） 
３ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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4-2 （1/1） 

4-2 教員の組織編制等 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

4-2-1 学校の目的に応

じた教育を実施するため

に、適切な業務分担、責

任体制のもとで分野の区

分ごとに、教員の組織体

制を整備していること。 

○当該専門学校の教育活動を

進めるための基本的な組織体

制を整備しているか 

○組織の責任体制、役割分担が

規程等において明確で、連携体

制が機能しているか、 

○当該専門学校の目的等を共

有し、達成に向けた協働意欲を

醸成するために、教職員組織等

の円滑な運営と改善向上に向

けた取組を行っているか 

（1）教育活動を進めるための教

員の組織体制： 学校長のもと、

各学科に学科長および必要な基

幹教員を配置している。教務部、

広報センター、就職（キャリア

センター）、総務（学生サービス

センター）の 4 部門が有機的に

連携する「サッカー型組織」を

導入し、機動的に教育活動を展

開する体制を構築している。 

 

（2）教員組織の役割分担と責任

の所在： 事業計画において職務

分掌を明文化し、事務局長を学

校責任者、学科長を学科運営の

意思決定責任者として、それぞ

れの役割と責任を明確にしてい

る。教務部長が全体を補佐し、

教務研修や学科会議を通じて情

報の共有と意思決定を行ってい

る。 

【長所】事業計画に基づき組織

図と職務分掌が整備されてお

り、各教職員が自らの役割を認

識し、部門を越えたプロジェク

ト活動に積極的に参画してい

る。 

 

【課題】非常勤講師を含めた教

員集団全体の教育目標の共有

度を高め、組織としての教授力

をさらに向上させること。 

教務研修の更なる充実を図り、

職員の管理運営能力を高める

とともに、クラス運営力の高い

教員の好事例を水平展開する

報告会を実施し、組織全体の教

育力を強化する。 

 

参照資料 中項目の評定 

事業計画（組織図、職務分掌）、教務研修・学科会議スケジュール 
３ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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4-3 （1/1） 

4-3 教員の資質の向上 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

4-3-1 学校の授業の内

容及び方法の改善を図る

ための FD(Faculty 

Development)など組織的

な取組や教員の研究活

動、自己啓発等への支援

を行っていること。 

○教員の資質向上を図るため

に、研修計画を作成し、計画的

に必要な研修を受講させるなど

組織的な取組を行っているか 

○教育の質の向上に向け組織的

なファカルティ・ディブロット

メント活動に取組んでいるか 

（1）教員の資質向上に向けた

研修計画の策定と実績： 「ス

タート研修」や「教務研修」、

「講師会議」などの学内研修計

画を策定し、継続的に実施して

いる 

 

（2）学校の授業の内容及び方

法 の 改 善 を 図 る た め の 

FD(Faculty Development) な

組織的な取組： 滋慶学園グル

ープ全体での FD 公開授業の

実施や、授業アンケート結果の

フィードバックによる改善を

行っている 

 

（3）教員の研究活動、自己啓

発等への支援： 滋慶教育科学

学会での研究発表や、自己啓発

に関する支援制度を設けてい

る 

【長所】滋慶教育科学学会

（JESC）や FD 研修・公開授

業により、組織的に教授能力の

向上を図っている。  

 

【課題】生成 AI の業務活用や

DX 教育スキルなど、時代の変

化に即したスキルの継続習得。 

DX リテラシー研修や生成 AI

ガイドラインに基づく研修を

継続し、教育価値の向上を図

る。 
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4-3-2教員の専攻分野に

おける実務に関する知

識・技術、技能を修得・

向上するための研修を企

業等と連携して、組織的

に行っていること。【注）

職業実践専門課程】 

○職業実践専門課程の認定校

においては、企業等と連携した

研修（専攻分野の知識等）を組

織的に行っているか 

（4）企業等と連携した教員の

専攻分野における実務に関す

る知識・技術、技能を修得・向

上するための研修の組織的な

取組（職業実践専門課程認定

校）： 職業実践専門課程の要件

に基づき、ホテルやウェディン

グ系の企業と連携し、最新の業

界動向を修得するための研修

を学内で実施している。 

また、滋慶教育科学研究所

（JESC）の教育部会を通じて、

各姉妹校の教員と技術力向上

のための研修を実施している。 

 

【長所】現場の「今」を熟知し

た実務家教員を積極的に採

用・配置しており、業界団体と

の密接なネットワークを通じ

て最新の技術を教育に反映で

きている。 

 

【課題】現場で活躍している現

役のシェフの絶対数が少なく、

中長期的な教員の確保が課題

である。 

キャリアセンターのネットワ

ークを活用し、就職先や卒業生

の中から将来の教員候補を発

掘・育成する。 

また、DX リテラシー研修や生

成 AI 活用研修を継続し、最新

の実務知識に教育テクノロジ

ーを掛け合わせた高度な指導

力を育成する。 
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4-3-3 教員の授業及び

指導力等を修得・向上す

るための研修を企業等と

連携して、組織的に行っ

ていること。 

【注）職業実践専門課程】 

○職業実践専門課程の認定校

においては、企業等と連携した

研修（指導力の向上）を組織的

に行っているか 

（5）企業と連携した教員の授

業及び指導力等を修得・向上

するための研修の組織的な取

組（職業実践専門課程認定

校）： 職業実践専門課程とし

て、教員の教授能力および学生

指導力を組織的に向上させる

ため、滋慶教育科学研究所

（JESC）と連携した多様な研修

プログラムを実施している。特

に、学生一人ひとりに寄り添っ

た指導を実現するため、部署を

問わず、全ての教職員に対して

2年間にわたる「JESC認定教職

員カウンセラー研修」の受講を

義務付け、カウンセリング技術

の標準化を図っている。また、

初任者講師研修会や FD 公開授

業を通じて、授業運営上の留意

点や成功事例を共有し、実務経

験を効果的な教育技法へと変

換するための体制を整えてい

る。 

【長所】全教職員がカウンセリ

ングマインドを共有しており、

学生の悩みを早期に発見し、専

門のカウンセラーや医療機関

へ適切に繋ぐことができる重

層的な支援体制が強みである。

また、現場の「今」を知る実務

家教員が組織的な FD 活動を通

じて指導力を研鑽している。 

 

【課題】DX 化の進展や生成 AI

の普及など、急速に変化する教

育環境に対応するため、ICTを

活用した新しい指導スキルの

継続的な習得と、それを全教職

員（非常勤を含む）へ浸透させ

ることが課題である。 

JESC が主催するマネジメント

研修や教育科学学会での研究

発表を継続し、教員の資質向上

を促進する。 

 

また、2025 年度学生便覧に新

たに定められた「生成 AI 利活

用におけるガイドライン」に基

づく研修を徹底し、IT・DX リ

テラシー研修を通じて、テクノ

ロジーを有効活用した個別最

適化された学びの提供能力を

さらに強化する。 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 

 

参照資料 中項目の評定 

研修計画・実績表、JESC 教育科学学会資料、職業実践専門課程認定要件、JESC 研修案内、事業計画（教員研修計画）、 事

業計画（教員研修計画）、学生便覧（生成 AI ガイドライン）、JESC 研修記録、FD 公開授業実施報告書 
３ 
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基準５ 教育環境 
5-1 （1/1） 

5-1 教育環境の整備点検、改善等 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

5-1-1 専修学校設置基

準及び関連法令に基づ

き、教育上の必要性に対

応できる施設・設備、機

械器具等を備えているこ

と。（補修、更新含む） 

○当該専門学校における教育

課程を実施するために必要、か

つ十分な施設と、学生数、教育

内容、教育方法に対応するため

の設備を整備し、十分活用して

いるか、 

○施設、設備について適宜点

検し、計画的に改修、補修等を

適切に行っているか 

（1）教育課程を実施するために

必要、かつ十分な施設と、学生

数、教育内容、教育方法に対応

するための設備の整備と活用： 

「実学教育」という視点を重視

し、調理実習室、製菓実習室、

カフェ実習室、レストラン実習

室など、即戦力を養うための最

新設備を整備している。全館フ

リーWi-Fi を完備し、ICT ツール

を活用した効率的な学びを支援

している。  

 

（2）施設、設備についての点検

と計画的な改修、補修等： 5 ヵ

年計画に基づき、グループ関連

企業による建物・設備の定期点

検を適切に実施している。老朽

化や技術進歩に合わせた改修・

更新計画を事業計画に明記し、

計画的に予算を執行している。 

【長所】業界標準の最新機器を

備えた実習環境が整っており、

学生が現場に近い感覚で技術

を習得できる点が高い満足度

に繋がっている。 

 

【課題】厨房機器の高度化に伴

い、中長期的な設備更新のため

の安定した予算確保と、最新の

業界トレンドに合わせた設備

見直しの継続が求められる。 

事業計画作成の際、5か年での

整備計画を社会状況の変化に

合わせて毎年見直し、適切な予

算を確保する。学生や教職員か

らの設備に関する要望を定期

的に収集し、より利便性の高い

学修環境へとブラッシュアッ

プを図る。 

 

参照資料 中項目の評定 

事業計画（施設設備計画）、建物点検記録、実習室機器リスト ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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5-2 （1/1） 

5-2 安全対策、防災組織 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

5-2-1 学校保健安全法

に基づく学校安全計画を

策定し、学校における安

全対策を適切に行ってい

ること。  

○学校保健安全法に基づく学

校安全計画を策定し、火災の発

生及び大規模災害発生時並び

に授業中の安全管理等におい

て、適切に対応しているか 

（1）学校保健安全法に基づく

学校安全計画の策定と運用： 

防災マニュアルおよび危機管

理マニュアルを整備し、全教職

員・学生に周知している。 

 

（2）火災の発生及び大規模災

害発生時並びに授業中の安全

管理等における対応： 毎年 4

月に全学生を対象とした避難

訓練を実施し、地震・火災時の

避難経路を確認している。緊急

通報・安否確認システム

「Safety Link24」を導入し、

災害時の迅速な状況把握体制

を構築している。また、全学

生・職員分の 3日分の食料、水、

防寒対策を含むサバイバルキ

ットを備蓄している。 

【長所】マニュアルの完備、全

学生分の備蓄、安否確認システ

ムの運用など、不測の事態に対

するハード・ソフト両面での備

えが非常に充実している。 

 

 【課題】訓練の形骸化を防ぎ、

学生・教職員が常に高い危機意

識を持ち続け、有事の際に対応

できる能力（自助・共助）を維

持・向上させること。 

関連企業と連携した「AED 講

習」などの緊急時対応研修や、

特殊詐欺・闇バイトに関する啓

蒙研修を継続し、防災・防犯意

識を日常的に高める。災害時の

役割分担を再確認するシミュ

レーションを定期的に行い、マ

ニュアルの実効性を検証・更新

する。 

 

参照資料 中項目の評定 

防災マニュアル、危機管理マニュアル、Safety Link24登録記録、避難訓練実施報告書 

 ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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基準６ 教育活動の基盤と情報の公表 
6-1 （1/1） 

6-1 中期事業計画と財務基盤 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-1-1 当該専修学校の

中期事業計画又は設置法

人の中期事業計画に、教

育目的、教育目標の実現

に向けた具体的な内容が

位置付けられているこ

と。  

○当該専門学校の目的を実現

するために、実効性のある具体

的な中長期的計画が策定され

ているか 

○設置法人が策定している場

合は、計画上に当該専門学校に

おける教育等の内容が明確に

位置付けられているか 

○計画の進捗状況、組織上の

役割分担、計画の見直しなど計

画の遂行の実効性は十分か 

（1）実効性のある具体的な中

長期的計画の策定： 2022年度

から 2026年度までの 5ヵ年計

画を策定し、それに基づき単年

度の事業計画を作成している。  

 

（2）中長期事業計画中におけ

る学校の教育活動の位置づ

け： 計画の中で「入学定員の

充足」と「1年生進級率の向上」

を最重要目標として掲げ、教育

価値の創造を運営の中核に据

えている。  

 

（3）計画の進捗状況、組織上

の役割分担、計画の見直しな

ど計画の遂行の実効性： 運営

会議や戦略会議において、毎月

ごとに実績対比と進捗確認を

行い、必要に応じて修正予算

（４半期ごと）やアクションプ

ランの見直しを機動的に実施

している。 

【長所】「組織目的」から「実

行計画」までが体系化されてお

り、重層的な会議システムによ

って PDCA サイクルが確実に回

っている。 

 

【課題】上位会議での決定事項

や中期ビジョンを、非常勤講師

を含む現場スタッフの末端ま

で、より迅速かつ高い納得感を

持って浸透させること。 

「サッカー型組織」の特性を活

かし、部署横断的なプロジェク

ト活動をさらに活性化させ、現

場の声を計画に反映させるボ

トムアップの提案制度を強化

する。全体研修を通じて各リー

ダーの管理運営能力を高め、組

織の一体感を醸成する。 
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6-1-2 当該専修学校の

教育活動を安定して遂行

するために必要かつ十分

な財務基盤を確立してい

ること。【注)修学支援新

制度機関要件の確認】 

【注）外国人留学生キャリ

ア形成促進プログラム】 

○中期事業計画を実行し、当該

専修学校の教育活動を安定し

て遂行するために必要かつ十

分な財務基盤を確立している

か、不十分な場合は改善に向け

た計画を策定しているか 

（4）教育活動を安定して遂行

するために必要かつ十分な財

務基盤の把握と対応： 公認会

計士および監事による財務監

査を毎年実施し、健全な財務体

質を維持している。 

 

（5）財務基盤が不十分な場合

は改善に向けた計画の策定と

計画の進捗状況の把握： 収支

バランスを理事会で毎年確認

し、中長期的な視点での予算執

行管理を行っている。 

【長所】 

学校と法人の財務部署にて 2

重に財務管理を行っている。 

 

【課題】 

中長期的な予算執行管理 

 

公認会計士および監事による

財務監査を毎年実施している

が、更なる財務基盤の確立に向

けて予算執行の勉強会なども

実施していく 

 

参照資料 中項目の評定 

5ヵ年収支計画書、事業計画、学園理事会決議録、運営会議議事録、財務諸表、監査報告書、財務情報公開規程、 ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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6-2 （1/1） 

6-2 学校運営 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-2-1 学校運営の組織

体制を整備し、適切な運

営が行われていること。  

○当該専門学校の全体の運営

について、事務組織体制を整備

し、業務分担、責任体制が明確

になっているか 

○教員と職員による連携体制

を確保しているか 

○校長による意思決定及び執

行管理が適切に行われている

か 

（1）学校の全体の運営にかか

る事務組織体制の整備： 教務

部、広報センター、就職（キャ

リアセンター）、総務（学生サ

ービスセンター）の 4部門から

なる「サッカー型組織」を構築

している。 

 

（2）事務局体制の業務分担、

責任体制： 事業計画において

職務分掌を明文化し、事務局長

を学校責任者、各部長・学科長

をそれぞれの部門の意思決定

責任者として配置している。 

 

（3）教員と職員の連携体制： 

プロジェクト活動や各種委員

会を通じて、部署の垣根を越え

た連携と情報の共有を図って

いる。 

 

（4）校長による意思決定及び

執行管理： 学校長が校務をつ

かさどり、建学の理念の体現と

事業計画達成に向けた最終的

な執行管理を行っている。 

【長所】意思決定システムが明

確であり、環境変化に対して機

動的に対応できるフラットで

風通しの良い組織文化が形成

されている。 

 

【課題】決定事項の周知におい

て、チーム間や個人間での理解

度の差を解消し、組織全体での

実行スピードをさらに向上さ

せること。 

個別ミーティング（ONO）を全

教職員で徹底し、対話を通じて

個々の目標と組織の目標を一

致させる。 

事業計画研修により管理職の

リーダーシップを強化し、部門

間の連携をさらに円滑にする。 
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6-2-2 学校運営に必要

な知識・技能等を身に着

け、意欲及び資質を向上

させるために SD（Staff 

Development）活動などの

取組が行われているこ

と。 

○学校運営を適切かつ効果的

に行うため、学校の管理運営や

教育活動等に関わる教職員に

必要な知識及び技能を習得さ

せ、並びにその能力及び資質を

向上させるための組織的に研

修の機会を設けるなどの取組

みを行っているか 

（5）学校の管理運営や教育活動

等に関わる教職員に対する必要

な知識及び技能の習得、並びに

その能力及び資質を向上させる

ための組織的な研修の機会の提

供等の取組： 滋慶学園グループ

の「学習する組織」という理念

に基づき、スタッフ一人ひとり

の成長を促す重層的な研修体系

を構築している。 

 

●JESC（滋慶教育科学研究所）

主催研修： 「マネジメント研修」

「OJT トレーナー研修」「新入

職者研修」に加え、全教職員に

2 年間の受講を義務付ける

「JESC 教職員カウンセリング

研修」を実施し、学生支援技術

の標準化を図っている。 

 

●学内研修： 年度初めの「スタ

ート研修」にて事業計画を個人

単位の行動計画まで落とし込む

ほか、「教務研修」「広報研修」

をはじめとした全体研修を通じ

て各部門の専門スキルを研鑽し

ている。 

 

 

【長所】教職員カウンセリング

研修が義務化されており、全ス

タッフがカウンセリングマイ

ンドを持って学生対応にあた

れる点が強みである。また、

DX 教育や法令遵守に関する

研修が適時組織的に行われて

いる。  

 

【課題】非常勤講師を含む教員

集団全体への研修効果の波及

と、研修で得た知見が日々の学

生指導の成果（中退防止等）に

どう結びついたかの客観的な

評価。 

FD 研修及び公開授業や教務

研修を継続し、部署や職種を越

えた「知の蓄積と伝承」を強化

する。 

また、研修後の気づきを集約

し、研修プログラムのブラッシ

ュアップを図る。 

 

参照資料 中項目の評定 

事業計画（組織図、職務分掌、学内研修体制）、意思決定システム一覧、各種会議議事録、JESC 研修実績、学内教職員研

修計画、教職員アンケート結果 ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 
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6-3 （1/1） 

6-3 学校評価の実質と改善活動 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-3-1 学校関係者評価

委員会、教育課程編成委

員会等外部からの意見を

反映するなど、関連企業

等団体、地域社会等から

の意見を当該専修学校の

運営やその改善・向上に

おいて活用しているこ

と。 

〇定期的に外部を招いての会

議を実施し当該専修学校の運

営やその改善・向上において活

用しているか 

特に職業実践専門課程におい

ては、教育課程編成委員会を年

2回以上開催しているか 

 

 

（3）教育課程編成委員会の開催状況

年 2 回の「教育課程編成委員会」に

東京都洋菓子協会、東京都司厨士協

会を招聘し、業界ニーズを反映した

カリキュラム改訂を行っている。 

 

【長所】 

学則に基づき、自ら教育活動の

状況について、点検及び評価を

実施している。  

 

【課題】 

学校運営において定量的に活

用させることが次年度の課題

である。 

教育課程編成委員会後に委員

のみなさまから更なるフィー

ドバックをいただく機会を設

定する 

6-3-2 学校評価を実施

し結果及び改善状況につ

いての情報を公表してい

ること。 

〇結果に基づく改善への取組

を組織的かつ継続的に行い 

改善状況についての情報を公

表しているか 

 

学校関係者評価委員会にて評

価委員の方より頂いた課題に

ついては、学校 HP に評価表を

公表し、改善に向けた取り組み

を実施している。 

【長所】 

学校ホームページでの情報公

開が徹底されている。 

【課題】 

定期的な HP への情報公開 

HP の情報公開がさらに閲覧

しやすくなるための導線の改

善 

6-3-3 学校評価の結果

に基づく改善への取組を

組織的かつ継続的に行っ

ていること。 

 

〇評価結果に対する改善を検

討・意思決定をする組織体制は

整備されているか 

〇評価結果に基づく学校改善

に取組む体制は整備されてい

るか 

「学校関係者評価委員会」に

おいて、業界、保護者、卒業生、

高等学校、地域住民等の代表か

ら学校運営全般に関する意見

を聴取し、次年度計画に反映さ

せている。 

【長所】評価に対する改善の取

り組みは主体的に実施できて

いる。 

【課題】人事異動などによる引

継ぎ 

定期的なフィードバックの機

会を作る。 

 

参照資料 中項目の評定 

学校ホームページ（情報公開ページ）、学則（学校評価）、教育課程編成委員会議事録、学校関係者評価委員会議事録、 

３ 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 菅一郎 
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6-3 （1/1） 

6-4 社会からの理解と情報の公表 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-4-1 当該専修学校の

教育活動、学修成果、学

校運営等の状況に関する

情報を積極的に公表して

いること。 

 

 

 

○自己点検・評価結果をはじ

め、公表が求められている教育

情報について適切に公表し、説

明責任を果たしているか 

○当該専門学校の教育内容等

が社会から理解を得られるよ

うに、特に産業界等への積極的

な取組が行われているか 

○教育課程の編成、実施など実

践的な職業教育の展開、改善・

向上に向け、継続する教育機関

（高等学校等）、産業界、自治

体等からの意見を積極的に聴

取し、活用しているか 

（1）自己点検・評価結果をはじめ、

公表が求められている教育情報の

公表： 学校ホームページに「情報

公開」ページを設け、財務諸表（貸

借対照表・収支計算書等）、事業報

告書、自己点検・評価報告書、学校

関係者評価結果、職業実践専門課程

の認定情報を適切に公表している。  

 

（2）教育内容等が社会から理解を得

られるような産業界等への積極的

な取組： ヒルトン東京ベイ様と連

携して実施している「子ども食堂」、

学園全体の「職業体験フェスタ」の

運営を通じ、地域住民や志願者に職

業の魅力を発信している。  

 

【長所】学校ホームページでの

情報公開が徹底されており、地

域活動や業界団体との連携を

通じて高い社会的信頼を得て

いる。学則に基づき、自ら教育

活動の状況について、点検及び

評価を実施している。  

 

【課題】SNSや動画コンテンツ

を用いた情報発信は強化され

ているが、コロナ禍で中断して

いた海外研修などの国際交流

プログラムの再構築と、その教

育効果の可視化が今後の課題

である。 

学校内の行事や在校生の様子

についても学校ホームページ

や SNS等で積極的に発信し、ス

テークホルダーへの説明責任

とブランド力向上を同時に推

進する。 

 

 

 

 

 

6-4-2 

教育目的・目標の達成状

況や活動状況について関

連する教育機関、産業界

等をはじめ、社会全体か

らの理解を得るよう取組

んでいること。 

○当該専門学校の教育内容等

が社会から理解を得られるよ

うに、特に産業界等への積極的

な取組が行われているか 

○教育課程の編成、実施など実

践的な職業教育の展開、改善・

向上に向け、継続する教育機関

（高等学校等）、産業界、自治

体等からの意見を積極的に聴

取し、活用しているか 

（3）教育課程の編成、実施など実践

的な職業教育の展開、改善・向上に

向け、継続する教育機関（高等学校

等）、産業界、自治体等からの意見

の積極的な聴取、活用： 年 2 回の

「教育課程編成委員会」に東京都洋

菓子協会、東京都司厨士協会を招聘

し、業界ニーズを反映したカリキュ

ラム改訂を行っている。 

また「学校関係者評価委員会」に

おいて、業界、保護者、卒業生、高

等学校、地域住民等の代表から学校

運営全般に関する意見を聴取し、次

年度計画に反映させている。 

【長所】社会貢献・地域貢献の

取り組みにより関連する産業

界からの信頼を得られている。 

【課題】高等学校や自治体から

の意見聴取がまだできていな

い。 

高等学校などへの職業体験や、

地域の小学校などへの体験学

習への積極的参加を行い、意見

聴取をする機会を作る。 

 

参照資料 中項目の評定 
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学校ホームページ（情報公開ページ）、学則（学校評価）、教育課程編成委員会議事録、学校関係者評価委員会議事録、 

２ 

 

 
最終更新日付 ２０２６年４月３０日 記載責任者 阿部 憲一朗 

 


